
[bookmark: _GoBack]別記様式第１－１号　別紙Ａ　１／２
（市町村事業・市町村補助事業）
○○○市町村介護基盤等整備事業計画書

１．計画の基本的事項
　(1) 計画の基本的な考え方

	



	市町村計画の区域は、以下の区域とする。

☑○○市町村

□○○市町村介護保険事業計画○○圏域




 (2) 区域の設定


(3) 計画の目標の設定等
	○○市町村
　１．目標

　２．計画期間


（注）目標の設定に当たっては、介護保険事業計画等を踏まえ、アウトプット・アウトカムに着目したできる限り定量的な視点による目標設定を行うこと。

 
別記様式第１－１号　別紙Ａ　２／２
（市町村事業・市町村補助事業）
２．計画に基づき実施する事業
 (1) 事業の内容等
	事業の区分
	

	事業名
	

	事業の対象となる区域
	

	事業の実施主体
	

	事業の目標
	

	事業の期間
	令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

	事業の内容
	

	事業に要する費用の額
	事業内容
	総事業費
（A+B+C）
（注１）
	基金
	その他
（Ｃ）
（注２）

	
	
	
	国（Ａ）
	都道府県（Ｂ）
	

	
	①地域密着型サービス施設等の整備
	(千円)

	(千円)

	(千円)

	(千円)


	
	②施設等の開設・設置に必要な準備経費
	(千円)

	(千円)

	(千円)

	(千円)


	
	③介護保険施設等の整備に必要な定期借地権設定のための一時金
	(千円)

	(千円)

	(千円)

	(千円)


	
	④介護サービスの改善を図るための既存施設等の改修
	(千円)

	(千円)

	(千円)

	(千円)


	
	金額
	総事業費（A+B+C）
	(千円)
	基金充当額
（国費）における公民の別
(注３)(注４)
	公
	(千円)


	
	
	基金
	国（Ａ）
	(千円)
	
	
	

	
	
	
	都道府県（Ｂ）
	(千円)
	
	民
	うち受託事業等（再掲）(千円)


	
	
	
	計（Ａ＋Ｂ）
	(千円)
	
	
	

	
	
	その他（Ｃ）
	(千円)
	
	
	

	備考(注５)
	


（注１）事業者が未定等のため、総事業費が不明の場合は、記載を要しない。
（注２）事業者が未定で、事業者負担額が不明の場合は、記載を要しない。
（注３）事業主体が未定で、かつ、想定もできない場合は、記載を要しない。
（注４）指定管理者制度の活用など設置主体が「公」で、施設の運営が「民」の場合、基金充当額（国費）における公民の別としては、「公」に計上するものとする。
（注５）備考欄には、複数年度にまたがり支出を要する事業の各年度の基金所要見込額を記載すること。
